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２
種
類
に
整
理
統
合
し
た
。
滞
在
の
権
利

は
、
雇
用
、
教
育
訓
練
、
人
道
的
理
由
や

家
族
の
呼
び
寄
せ
な
ど
、
滞
在
の
目
的
に

応
じ
て
決
定
さ
れ
る
。

新
移
民
法
の
核
心
的
要
素
は
、「
ワ
ン
・

ス
ト
ッ
プ
・
ガ
バ
メ
ン
ト
」
原
則
の
導
入

で
あ
る
。
外
国
人
は
、
従
来
の
よ
う
に
、

滞
在
許
可
と
就
労
許
可
と
い
う
２
つ
の

別
々
の
申
請
手
続
き
を
行
う
必
要
が
な
く

な
り
、
所
轄
の
外
国
人
局
に
滞
在
許
可
の

申
請
書
を
提
出
す
る
だ
け
で
よ
く
な
っ
た
。

申
請
を
受
け
た
外
国
人
局
は
、
申
請
書
を

地
方
の
雇
用
当
局
に
送
付
し
て
就
労
を
許

可
す
る
か
否
か
の
決
定
を
求
め
、
そ
の
結

果
を
滞
在
許
可
に
記
載
す
る
。

２２..
新新
移移
民民
法法
にに
おお
けけ
るる
外外

国国
人人
労労
働働
者者
のの
受受
入入
れれ

新
移
民
法
は
、
１
９
７
３
年
に
導
入
さ

れ
た
外
国
人
労
働
者
募
集
停
止
規
定
を
維

持
し
て
い
る
。
外
国
人
労
働
者
の
就
労
目

的
の
入
国
と
滞
在
は
、
引
き
続
き
厳
正
な

規
則
に
よ
っ
て
特
定
の
労
働
や
資
格
に
対

し
て
の
み
許
可
さ
れ
る
。
労
働
市
場
政
策

の
運
営
主
体
の
連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ

ー
が
、
労
働
市
場
へ
の
影
響
や
、
ド
イ
ツ

国
民
、
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
市
民
へ
の
斡

旋
を
優
先
す
る
な
ど
の
要
件
に
配
慮
し
て

就
労
認
可
を
行
う
。
こ
れ
は
、
す
で
に
国

内
で
暮
ら
し
て
い
る
外
国
人
が
低
技
能
の

労
働
市
場
に
参
入
す
る
際
の
認
可
に
つ
い

て
も
当
て
は
ま
る
。

高
度
な
技
能
を
持
つ
外
国
人
労
働
者
は
、

連
邦
雇
用
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
の
認
可
な
し

に
、
無
期
限
の
定
住
許
可
が
与
え
ら
れ
る
。

高
度
技
能
者
は
、
①
特
別
な
専
門
知
識
を

ド
イ
ツ
で
は
、
少
子
高
齢
化
の
急
速
な

進
展
に
よ
り
、
将
来
人
口
が
大
幅
に
減
少

す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
２

０
０
１
年
以
降
、
人
口
減
少
に
伴
う
労
働

力
不
足
に
対
処
す
る
総
合
的
な
戦
略
を
策

定
す
る
た
め
の
議
論
が
活
発
に
行
わ
れ
、

04
年
７
月
に
新
移
民
法
が
成
立
し
、
05
年

１
月
か
ら
施
行
さ
れ
た
。

新
移
民
法
は
、「
ワ
ン
・
ス
ト
ッ
プ
・
ガ

バ
メ
ン
ト
」
原
則
を
導
入
し
、「
滞
在
許
可
」

と
「
就
労
許
可
」
の
手
続
き
を
単
一
の
許

可
に
統
合
し
た
。
ま
た
、
合
法
的
移
民
の

ド
イ
ツ
社
会
へ
の
統
合
化
を
促
進
す
る
た

め
の
統
合
コ
ー
ス
に
関
す
る
規
定
を
盛
り

込
ん
だ
。

04
年
末
現
在
、
ド
イ
ツ
に
滞
在
す
る
外

国
人
は
６
７
２
万
人
で
あ
り
、
全
人
口
の

８
・
２
％
を
占
め
て
い
る
。
02
年
の
外
国

人
の
労
働
力
人
口
は
３
６
３
万
人
で
あ
り
、

外
国
人
の
失
業
率
は
19
・
１
％
で
あ
っ
た
。

１１..

新新
移移
民民
法法
のの
制制
定定

新
移
民
法
は
、「
滞
在
法
」、「
Ｅ
Ｕ
市
民

の
移
住
の
自
由
に
関
す
る
法
律
」
お
よ
び

既
存
の
法
律
の
諸
改
正
か
ら
成
る
。
さ
ら

に
、
新
移
民
法
に
基
づ
き
、
初
め
て
ド
イ

ツ
に
入
国
す
る
外
国
人
お
よ
び
ド
イ
ツ
国

内
に
滞
在
す
る
外
国
人
の
雇
用
に
つ
い
て

規
定
す
る
「
新
規
入
国
外
国
人
の
就
労
許

可
に
関
す
る
法
令
」（
就
労
法
令
）
や
「
国

内
に
住
む
外
国
人
の
就
労
手
続
・
許
可
に

関
す
る
法
令
」（
就
労
手
続
法
令
）
な
ど
の

法
令
が
制
定
さ
れ
た
。

新
移
民
法
は
、
従
来
４
種
類
に
分
か
れ

て
い
た
滞
在
許
可
を
、
期
限
付
き
の
「
滞

在
許
可
」
と
無
期
限
の
「
定
住
許
可
」
の

ド
イ
ツ
に
お
け
る

外
国
人
労
働
者
問
題
の
現
状
と
課
題

●
独
立
行
政
法
人
　
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
　
国
際
研
究
部
主
任
調
査
員
補
佐
　
大
島
秀
之
お
お
し
ま
・
ひ
で
ゆ
き

海
外
に
お
け
る
外
国
人
労
働
者
問
題
へ
の
対
応
事
例
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特特集集＝＝外外国国人人労労働働者者問問題題をを考考ええるる

が
で
き
る
。

呼
び
寄
せ
家
族
に
は
、
す
で
に
ド
イ
ツ

に
居
住
す
る
外
国
人
と
同
等
の
労
働
市
場

参
入
権
が
与
え
ら
れ
る
。

ア
イ
デ
ア
と
確
か
な
財
源
を
持
つ
外
国

人
経
営
者
は
、
自
営
業
に
従
事
す
る
た
め

の
滞
在
許
可
を
取
得
で
き
る
。
そ
の
許
可

基
準
は
通
常
、
投
資
額
が
１
０
０
万
ユ
ー

ロ
以
上
で
、
10
人
分
の
雇
用
を
生
み
出
す

場
合
、
満
た
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
る
。

自
営
業
者
は
、
事
業
計
画
が
順
調
に
進
ん

で
生
活
費
が
保
障
さ
れ
れ
ば
、
３
年
後
に

定
住
許
可
を
取
得
で
き
る
。

と
り
わ
け
、
自
由
民
主
制
、
政
党
制
度
、

連
邦
構
造
、
福
祉
制
度
、
平
等
の
権
利
、

寛
容
お
よ
び
宗
教
の
自
由
の
重
要
性
を
移

民
に
理
解
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
。ド

イ
ツ
語
教
育
コ
ー
ス
お
よ
び
オ
リ
エ

ン
テ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス
が
終
わ
る
と
、
最

後
に
両
コ
ー
ス
の
修
了
試
験
が
実
施
さ
れ

る
。４４..

今今
後後
のの
課課
題題

政
府
が
２
０
０
１
年
に
連
邦
議
会
に
提

出
し
た
新
移
民
法
の
当
初
案
に
は
、
高
度

技
能
者
以
外
の
外
国
人
労
働
者
受
入
れ
に

道
を
開
く
「
ポ
イ
ン
ト
制
に
よ
る
最
適
な

選
抜
手
続
き
」
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
た
。

野
党
の
キ
リ
ス
ト
教
民
主
・
社
会
同
盟
は
、

失
業
率
が
約
10
％
の
状
況
下
で
の
、
外
国

人
労
働
者
の
受
入
れ
拡
大
に
強
く
反
対
し
、

法
案
審
議
の
段
階
で
、
ポ
イ
ン
ト
制
に
関

す
る
条
項
が
削
除
さ
れ
た
。
し
か
し
、
高

齢
化
の
進
展
に
伴
う
労
働
力
不
足
に
対
応

し
、
ド
イ
ツ
の
競
争
力
を
強
化
し
て
い
く

た
め
に
は
、
優
秀
な
外
国
人
労
働
力
の
受

入
れ
が
必
要
で
あ
る
と
の
意
見
が
強
い
。

労
働
市
場
の
状
況
に
応
じ
て
、
高
度
技
能

者
以
外
の
労
働
者
を
受
入
れ
る
た
め
の
規

定
整
備
が
今
後
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

も
つ
学
者
②
卓
越
し
た
地
位
に
あ
る
教
授

や
科
学
者
③
公
的
疾
病
金
庫
保
険
に
加
入

で
き
る
上
限
額
の
２
倍
以
上
の
所
得
（
２

０
０
５
年
の
場
合
８
万
４
６
０
０
ユ
ー
ロ

以
上
）
が
あ
る
特
別
な
職
務
経
験
を
有
す

る
専
門
家
や
幹
部
職
員
―
―
と
さ
れ
て
い

る
。３

年
以
上
の
職
業
教
育
を
必
要
と
す
る

技
能
労
働
へ
の
外
国
人
の
就
労
は
、
就
労

法
令
、
就
労
手
続
法
令
に
規
定
さ
れ
て
い

る
場
合
に
認
め
ら
れ
る
。
就
労
許
可
は
通

常
、
外
国
人
労
働
者
の
労
働
条
件
が
同
レ

ベ
ル
の
ド
イ
ツ
人
労
働
者
よ
り
劣
っ
て
い

な
い
こ
と
が
前
提
と
な
る
。
報
酬
は
、
ド

イ
ツ
の
賃
金
協
約
に
従
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
賃
金
協
約
が
な
い
場
合
は
、
そ
の

地
域
で
一
般
的
な
給
与
の
最
低
限
が
適
用

さ
れ
る
。

２
０
０
４
年
に
Ｅ
Ｕ
に
新
規
加
盟
し
た

中
東
欧
諸
国
の
国
民
は
、
あ
る
一
定
の
職

に
適
し
た
ド
イ
ツ
人
ま
た
は
同
等
の
資
格

を
持
つ
候
補
者
が
い
な
い
場
合
に
の
み
、

そ
の
職
に
就
く
こ
と
が
許
可
さ
れ
る
。
た

だ
し
、
Ｅ
Ｕ
新
規
加
盟
国
の
国
民
は
、
非

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
国
民
よ
り
優
先
さ
れ
る
。

外
国
人
留
学
生
は
、
大
学
課
程
修
了
後
、

資
格
に
見
合
っ
た
仕
事
を
探
す
た
め
に
最

長
１
年
間
、
滞
在
許
可
を
延
長
す
る
こ
と

３３..

社社
会会
統統
合合
政政
策策

ド
イ
ツ
で
は
、
移
民
や
移
民
の
二
世
、

三
世
の
失
業
率
が
著
し
く
高
く
、
外
国
人

子
弟
の
教
育
水
準
の
低
下
が
深
刻
な
問
題

と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
問
題
に
対
処

す
る
た
め
、
新
移
民
法
に
は
、
合
法
的
移

民
の
ド
イ
ツ
社
会
へ
の
統
合
化
を
促
進
す

る
た
め
の
統
合
コ
ー
ス
に
関
す
る
規
定
が

盛
り
込
ま
れ
た
。

統
合
コ
ー
ス
は
連
邦
政
府
が
主
体
と
な

っ
て
実
施
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
り
、
原

則
と
し
て
、
ド
イ
ツ
語
の
話
せ
な
い
新
規

移
民
に
対
し
て
義
務
化
さ
れ
て
い
る
。
ま

た
過
去
に
入
国
し
た
移
民
も
統
合
コ
ー
ス

を
受
講
す
る
権
利
を
有
す
る
。

統
合
コ
ー
ス
の
内
容
は
、
６
０
０
時
間

の
ド
イ
ツ
語
教
育
コ
ー
ス
と
、
30
時
間
の

ド
イ
ツ
の
歴
史
・
文
化
・
法
律
等
を
扱
う

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス
で
構
成
さ

れ
る
。
ド
イ
ツ
語
教
育
コ
ー
ス
は
、
日
常

生
活
に
お
い
て
困
ら
な
い
ド
イ
ツ
語
能
力

の
習
得
を
目
標
と
し
て
い
る
。
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
は
第
１
段
階
（
基
礎
語
学
３
０
０
時

間
）
と
第
２
段
階
（
中
級
語
学
３
０
０
時

間
）
に
別
れ
て
い
る
。

オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス
は
、
ド

イ
ツ
の
政
治
と
国
家
運
営
の
シ
ス
テ
ム
、

ド
イ
ツ
の
製
造
現
場
で
働
く
外
国
人
労
働
者
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プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
当
初
中
小
規
模
の
製
造

企
業
の
た
め
に
導
入
さ
れ
た
が
、
そ
の
後

拡
大
さ
れ
て
、
１
９
９
６
年
に
は
沿
岸
漁

業
も
、
そ
し
て
１
９
９
７
年
に
は
建
設
産

業
も
含
ま
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

職職
業業
訓訓
練練
生生
ププ
ロロ
ググ
ララ
ムム

へへ
のの
批批
判判

と
こ
ろ
が
こ
の
「
職
業
訓
練
生
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
は
、
参
加
す
る
外
国
人
労
働
者
が

「
従
業
員
」
で
は
な
く
「
訓
練
生
」
と
し

て
分
類
さ
れ
る
た
め
、
労
働
法
に
基
づ
く

保
護
を
受
け
る
法
的
権
利
を
持
た
な
か
っ

た
。
多
く
の
職
業
訓
練
生
は
、
実
際
に
労

働
力
を
提
供
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
そ
の
資
格
が
「
訓
練
生
」
で
あ
る
た

め
、
労
働
法
に
基
づ
く
十
分
な
法
的
保
護

を
享
受
で
き
な
い
こ
と
を
理
由
に
職
場
を

去
っ
た
。
そ
の
上
、
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

基
づ
い
て
導
入
さ
れ
た
訓
練
生
は
人
数
が

限
ら
れ
て
い
て
、
外
国
人
労
働
者
を
求
め

る
中
小
企
業
の
労
働
力
需
要
を
満
た
す
こ

と
が
で
き
な
か
っ
た
。
こ
の
状
況
を
改
め

る
た
め
、
２
０
０
０
年
４
月
に
は
「
訓
練

後
雇
用
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
が
導
入
さ
れ
た
。

こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
特
徴
は
、
中
断
せ
ず

に
１
つ
の
企
業
で
２
年
間
働
い
た
職
業
訓

練
生
は
「
訓
練
生
」
と
し
で
は
な
く
「
従

業
員
」
と
し
て
の
資
格
で
、
も
う
１
年
間

韓
国
に
居
住
し
て
働
く
権
利
を
得
ら
れ
る

と
い
う
も
の
だ
っ
た
。
さ
ら
に
２
０
０
２

年
に
は
、
２
年
間
の
訓
練
期
間
が
１
年
間

に
短
縮
さ
れ
る
一
方
で
、
訓
練
後
の
労
働

期
間
は
１
年
間
か
ら
２
年
間
に
延
長
さ
れ

た
。し

か
し
、
い
ず
れ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
も
労

外外
国国
人人
労労
働働
力力
導導
入入
のの
ププ

ロロ
セセ
スス

１
９
６
０
年
代
か
ら
70
年
代
に
か
け
て

の
韓
国
は
労
働
力
送
り
出
し
国
の
一
つ
だ

っ
た
。
こ
れ
が
１
９
８
０
年
代
末
頃
か
ら

人
手
不
足
の
問
題
が
生
じ
、
外
国
人
労
働

力
の
受
入
れ
国
に
転
じ
る
。
こ
の
よ
う
な

労
働
力
の
流
れ
の
逆
転
は
、
韓
国
人
の
収

入
の
増
加
、
教
育
水
準
の
向
上
と
出
生
率

の
低
下
な
ど
の
要
因
に
よ
っ
て
引
き
起
こ

さ
れ
た
。

韓
国
経
済
の
急
速
な
発
展
は
、
小
規
模

な
製
造
業
や
建
設
業
な
ど
、
熟
練
度
の
低

い
労
働
力
を
必
要
と
す
る
い
わ
ゆ
る
３
Ｋ

産
業
を
中
心
に
、
１
９
８
０
年
代
末
期
以

降
人
手
不
足
の
さ
ら
な
る
悪
化
を
も
た
ら

し
た
。
政
府
は
こ
の
深
刻
な
人
手
不
足
に

対
処
す
る
た
め
、
１
９
９
１
年
11
月
、
在

外
被
投
資
企
業
の
た
め
の
「
産
業
技
能
訓

練
生
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
た
。

こ
れ
に
よ
り
在
外
被
投
資
企
業
は
、
在
韓

国
の
子
会
社
で
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者

を
本
社
で
訓
練
し
、
本
来
の
ポ
ス
ト
に
帰

任
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ

た
。し

か
し
、
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
利
用
で

き
る
の
は
大
企
業
に
限
ら
れ
て
い
た
た

め
、
政
府
は
１
９
９
３
年
11
月
、
中
小
企

業
向
け
に
新
た
な
「
職
業
訓
練
生
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
を
導
入
す
る
。「
職
業
訓
練
生
プ

ロ
グ
ラ
ム
」
と
は
、
外
国
人
が
従
業
員
３

０
０
人
以
下
の
中
小
規
模
の
製
造
企
業
に

１
年
間
訓
練
生
と
し
て
導
入
さ
れ
る
制
度

（
必
要
で
あ
れ
ば
訓
練
期
間
は
１
年
間
延

長
す
る
こ
と
が
可
能
）
で
あ
っ
た
。
こ
の

韓
国
、外
国
人
労
働
者
へ
の
新
た
な

ア
プ
ロ
ー
チ
―
雇
用
許
可
制
度
が
ス
タ
ー
ト
―

●
独
立
行
政
法
人
　
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
　
主
任
調
査
員
　
天
瀬
光
二
あ
ま
せ
・
み
つ
じ

海
外
に
お
け
る
外
国
人
労
働
者
問
題
へ
の
対
応
事
例



33 IMF JC 2006 Summer

特特集集＝＝外外国国人人労労働働者者問問題題をを考考ええるる

れ
て
き
た
も
の
の
、
そ
の
ど
れ
一
つ
と
し

て
、
外
国
人
労
働
者
問
題
に
対
す
る
決
定

的
な
解
決
策
と
は
な
ら
な
か
っ
た
。
政
府

が
人
手
不
足
を
根
本
的
に
解
決
す
る
こ
と

な
く
、
い
く
つ
か
の
手
段
に
頼
っ
て
い
る

間
、
２
０
０
２
年
末
に
は
不
法
就
労
者
の

数
は
総
外
国
人
労
働
者
数
の
80
％
近
く
に

も
達
し
、
喫
緊
に
解
決
す
べ
き
深
刻
な
社

会
問
題
と
な
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の

も
と
で
韓
国
は
、
企
業
の
人
手
不
足
を
緩

和
し
、
不
法
就
労
者
の
問
題
を
解
決
す
る

た
め
の
新
た
な
制
度
を
必
要
と
し
て
い
た
。

こ
う
し
た
状
況
を
背
景
に
、
政
府
は
２
０

０
３
年
７
月
「
外
国
人
労
働
者
雇
用
法

（A
ct
on
the
E
m
ploym

ent
of
F
oreign

W
ork
ers

）」
を
制
定
、「
雇
用
許
可
制
度
」

の
導
入
に
踏
み
切
っ
た
。
同
制
度
の
導
入

を
受
け
、「
職
業
訓
練
生
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
は
、

２
０
０
７
年
１
月
を
も
っ
て
廃
止
さ
れ
る

こ
と
に
な
っ
た
。

雇雇
用用
許許
可可
制制
度度
のの
特特
徴徴

雇
用
許
可
制
度
の
も
と
で
は
、
製
造
業
、

建
設
業
、
農
牧
業
、
お
よ
び
サ
ー
ビ
ス
業

の
６
分
野
（
飲
食
業
、
ビ
ジ
ネ
ス
支
援
業
、

社
会
福
祉
、
清
掃
、
介
護
、
家
事
）
に
属

す
る
従
業
員
３
０
０
人
未
満
の
雇
用
主
は
、

国
内
で
労
働
者
を
見
つ
け
ら
れ
な
い
場
合
、

に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
、
毎
年
調
整
を
受
け

る
。ま

た
、
現
行
の
「
職
業
訓
練
生
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
の
も
と
で
労
働
者
を
送
り
出
す
国

と
し
て
指
定
さ
れ
て
い
る
国
数
（
合
計
で

17
カ
課
国
）
が
多
す
ぎ
る
と
い
う
批
判
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
雇
用
許
可
制
度
の
も
と

で
は
、
送
り
出
し
国
の
候
補
国
は
、
中
国
、

モ
ン
ゴ
ル
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ベ
ト
ナ
ム
、

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
タ
イ
、
ス
リ
ラ
ン
カ
、

働
力
需
要
を
完
全
に
満
た
す
も
の
で
は
な

く
、
外
国
人
労
働
者
が
法
的
保
護
の
枠
外

に
お
か
れ
る
と
い
っ
た
制
度
上
の
不
備
か

ら
も
、
最
終
的
に
は
不
法
就
労
者
の
数
を

増
や
す
結
果
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
。

雇雇
用用
許許
可可
制制
度度
をを
導導
入入

こ
の
よ
う
に
、
韓
国
の
外
国
人
労
働
者

政
策
に
は
一
連
の
修
正
と
変
更
が
加
え
ら

労
働
部
か
ら
許
可
を
得
た
上
で
外
国
人
労

働
者
を
雇
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
雇
用

契
約
期
間
は
原
則
と
し
て
１
年
間
と
す
る

が
、
最
長
３
年
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が

可
能
。
雇
用
許
可
制
度
に
基
づ
い
て
受
け

入
れ
ら
れ
る
外
国
人
労
働
者
の
人
数
、
そ

の
雇
用
分
野
お
よ
び
送
り
出
し
国
は
、
外

国
人
労
働
者
政
策
委
員
会
（
委
員
長：

政

府
政
策
調
整
担
当
大
臣
（M

in
ister

of

G
ov
ern
m
en
t
P
olicy

C
oord

in
ation

）

不法就労者 
56%

就労ビザ 
35%

海外の子会社から 
の訓練生 
2%

職業訓練生 
7%

出所：韓国法務部 

《図 1》外国人労働者の内訳

合　計 

中　国 

 

バングラデシュ 

モンゴル 

フィリピン 

タイ 

ベトナム 

パキスタン 

ウズベキスタン 

インドネシア 

その他 

韓国系 
中国人 

188,995 

95,648 

57,348 

14,400 

13,000 

12,800 

12,400 

7,780 

6,050 

4,900 

1,740 

20,277

（100.0） 

（  50.6） 

（  30.3） 

（    7.6） 

（    6.9） 

（    6.8） 

（    6.6） 

（    4.1） 

（    3.2） 

（    2.6） 

（    0.9） 

（  10.7） 

289,239 

149,436 

79,737 

16,170 

13,638 

18,128 

19,934 

14,445 

6,369 

7,540 

15,368 

28,301

（100.0） 

（  51.7） 

（  27.6） 

（    5.6） 

（    4.7） 

（    6.3） 

（    6.9） 

（    5.0） 

（    2.2） 

（    2.6） 

（    5.3） 

（    9.8） 

255,206 

130,291 

72,332 

15,538 

15,458 

16,843 

17,330 

12,611 

6,651 

6,923 

9,870 

23,691

（100.0） 

（  51.1） 

（  28.3） 

（    6.1） 

（    6.1） 

（    6.6） 

（    6.8） 

（    4.9） 

（    2.6） 

（    2.7） 

（    3.9） 

（    9.3） 

2000年12月 2001年12月 2002年12月 

（単位：人） 

注：（　）内の数字はパーセント。 
出所：韓国法務部 

《図２》国籍別に見た不法就労者



カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
８
カ
国
に
絞
ら
れ
た
。

政
府
は
１
年
お
き
に
不
法
就
労
者
の
割
合
、

雇
用
主
の
選
好
等
に
つ
い
て
評
価
を
行
い
、

各
送
り
出
し
国
に
対
す
る
移
民
労
働
者
の

割
当
調
整
を
行
う
が
、
評
価
結
果
に
よ
っ

て
は
送
り
出
し
国
の
指
定
を
解
除
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

不不
法法
就就
労労
者者
のの
実実
態態

韓
国
に
雇
用
許
可
制
度
の
導
入
を
決
意

さ
せ
た
不
法
就
労
者
の
実
態
を
見
て
み
よ

う
。
労
働
市
場
に
お
け
る
外
国
人
労
働
者

は
35
万
８
０
０
０
人
（
２
０
０
５
年
５
月

現
在
）
で
、
総
労
働
人
口
の
１
・
５
％
、

全
賃
金
労
働
者
の
２
・
５
％
を
占
め
て
い

る
。
韓
国
で
特
徴
的
な
の
は
、
図
１
に
示

す
よ
う
に
、
外
国
人
労
働
者
の
56
％
（
19

万
９
０
０
０
人
）
が
不
法
就
労
者
で
あ
る

こ
と
だ
。
不
法
就
労
者
の
恒
常
的
増
加
は
、

韓
国
の
未
熟
練
外
国
人
労
働
者
政
策
が
う

ま
く
い
か
な
か
っ
た
こ
と
を
意
味
し
て
い

る
。図

２
は
不
法
就
労
者
を
国
籍
別
に
見
た

も
の
だ
。
不
法
就
労
者
の
約
半
分
が
中
国

系
で
あ
り
、
ま
た
そ
の
半
分
が
韓
国
系
中

国
人
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
不
法
就
労

者
数
は
、
中
国
に
続
く
の
が
タ
イ
（
６
・

９
％
）、
こ
れ
に
次
ぐ
の
が
フ
ィ
リ
ピ
ン

（
６
・
３
％
）、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
（
５
・

６
％
）、
モ
ン
ゴ
ル
（
４
・
７
％
）
の
順
と

な
っ
て
い
る
。

外外
国国
人人
とと
共共
存存
でで
きき
るる
社社

会会
をを
目目
指指
しし
てて

雇
用
許
可
制
度
が
軌
道
に
乗
り
、
適
正

な
運
用
が
為
さ
れ
れ
ば
、
不
法
労
働
者
の

割
合
は
減
じ
て
い
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。

韓
国
政
府
の
次
な
る
課
題
は
受
け
入
れ
た

外
国
人
労
働
者
を
い
か
に
社
会
に
適
応
さ

せ
て
い
く
か
だ
ろ
う
。
外
国
人
労
働
者
雇

用
法
の
第
22
条
に
は
、「
外
国
人
で
あ
る
こ

と
を
根
拠
に
、
外
国
人
労
働
者
に
差
別
待

遇
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
」
と
定
め
ら
れ

て
い
る
。
こ
の
規
定
は
、
外
国
人
労
働
者

が
韓
国
人
労
働
者
と
平
等
な
処
遇
を
受
け

る
た
め
の
道
を
開
く
。
外
国
人
労
働
者
に

国
内
労
働
者
と
平
等
な
待
遇
を
確
保
す
る

に
は
、
法
制
度
の
整
備
な
ど
社
会
制
度
の

再
構
築
が
必
要
だ
。
図
３
は
、
労
働
関
連

諸
法
と
社
会
保
険
制
度
が
現
行
に
お
い
て

外
国
人
労
働
者
に
対
し
て
ど
の
よ
う
に
適

用
さ
れ
て
い
る
か
を
整
理
し
た
も
の
で
あ

る
。韓

国
の
外
国
人
労
働
者
政
策
は
「
雇
用

許
可
制
度
」
の
導
入
に
よ
り
新
た
な
段
階

に
入
っ
た
。
外
国
人
労
働
者
が
韓
国
労
働

市
場
に
占
め
る
割
合
は
今
後
高
ま
る
も
の

と
思
わ
れ
る
。
外
国
人
労
働
者
の
増
加
は

人
手
不
足
産
業
を
中
心
に
労
働
需
要
を
満

た
し
経
済
発
展
を
促
す
。
し
か
し
、
そ
の

一
方
で
受
け
い
れ
る
社
会
の
イ
ン
フ
ラ
整

備
の
遅
れ
は
、
社
会
不
安
に
つ
な
が
る
予

測
不
能
な
ト
ラ
ブ
ル
を
引
き
起
こ
す
リ
ス

ク
を
持
つ
。
新
制
度
の
導
入
と
と
も
に
、

外
国
人
と
共
存
で
き
る
社
会
の
再
構
築
を

進
め
る
韓
国
の
行
方
が
注
目
さ
れ
る
。
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法的根拠 

労働関連諸法 
または 

保護の適用 

労災保険 

健康保険 

国民年金 

雇用保険 

雇用許可制度の 
もとにある労働者 

外国人労働者 
雇用法 

労働基準法および
その他の労働関連
諸法が韓国人労働
者と平等に適用さ
れている 

労働基準法および
その他の労働関連
諸法が韓国人労働
者と平等に適用さ
れている 

最低賃金の適用 最低賃金の適用 最低賃金の適用 最低賃金の適用 最低賃金の適用 

労働安全と 
労働衛生の適用 

労働安全と 
労働衛生の適用 

労働安全と 
労働衛生の適用 

労働安全と 
労働衛生の適用 

労働安全と 
労働衛生の適用 

対　象 

対　象 

対　象 対　象 

対　象 

対　象 

対　象 

対　象 

対　象 

対象外 

対象外 

対象外 対象外 

対象外 対象外 

対象外 

対　象 

対象外 

対　象 
（送り出し国との 
二国間協定） 

対　象 
（送り出し国との 
二国間協定） 

労働基準法の 
一部の条項の 
み適用 

労働基準法の 
一部の条項の 
み適用 

労働基準法の 
一部の条項の 
み適用 

外国人職業訓練
生の保護と管理
のための指針 
（労働部） 

海外子会社から
の職業訓練生の
保護に関する指
針（労働部） 

外国人労働者の
苦情処理に関す
る指針（労働部） 

移民法 

訓練後雇用の 
従業員 

訓練生 

職業訓練生 海外の子会社 
からの訓練生 

不法就労者 

《図３》移民労働者に対する労働関連諸法と社会保険制度の適用状況

出所：韓国法務部


